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§1設 定の 目的 と意義
会計においては,簿 記上の記録 どしては一個の勘定で処理 し得るものを二つ
の勘定に分けて記録 し,そ うす ることによって勘定の内容を純化 し,か つ明瞭
性の原則や総額主義の原則の要請を達成せ しめ,多 くの利害関係者へ有用な資
料を提供せん とする試みがなされている。
た とえぽ・建物の減価償却 手緯に ついては・いわや る直接記録法に よって建
物勘定 だ けで処理 す ること も可能 であ るが,こ れを 間接記録法 に よって 建物
勘定 と建物 減価 償却引 当金勘定 とに 分ければ,当 該建 物の 減価償却費 累計額
(accumulateddepreciation)を知 ることがで き,し たが って 減価控 除原価額 と
しての帳簿価額(bOokvalue)のみな らず取得原価(originalcost)をも把握 し
得 る。売掛金につ いて も,貸 倒引当金勘定 を設定す ることに よって請求総額 と
回 収 可 能 見 積 額 とを区別 して把握す ることがで きる。 また,売 上高 について
も,売 上戻 り高勘定や売上値 引勘定 を設定す る ことによって総売上高 と純売上
高 とを区別 して把握す ることがで きる。
ロ　
評 価 勘 定(valuationa/c,contraa/c,Bewertungskonto)とは,上 述 した 減 価 償
却 引 当 金 勘 定,貸 倒 引 当 金 勘 定,売 上 戻 り高 勘 定,売 上 値 引 勘 定 の 如 く,そ れ
(1)contraa/cは相 殺 勘 定 だ け を指 す の で は な く,付 加 勘 定 を も含 む 。E.L.kohler
(ed.),「ADictionaryforAccountants」(E㎎lewoodC】iffs,N.J.,P(entice・Hall,Inc.,
1957),PP.2,121を参 照 。
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自体で は特 に独立 した 意味 を もたず,他 の勘定 に従 属 して当該勘定 の金額 を修
正表示す る勘定 をい うので あ り,か か る意味 か ら価値修 正 勘 定(Wertberihhti-
gungskonto)とも呼 ばれ てい る。 しか し,価値修正 といって も,今 日で は静態論
に基づ く評 価のみを主 眼 とす る ものでは な く,動 態論に基づ く期 間損益計算 の
くエ　
正 確 化 とい う こ とか ら も考 え な け れ ば な らな い 。 と は い え,評 価 勘 定 は そ れ 自
体 で は 独 立 した 意 味 を もた な い 従 属 勘 定(subsidiaryorauxiliarya/c)であ り,
関 連 せ る 主 勘 定(main,prineipa1,major,orParenta/c)と"双子 勘 定(twin
ぐ　　
aceounts)"として 観察す る ことが両者の 関係を 明確 に 理解す る前提条件 にな
るo
さて,評 価勘定 には,価 値修正 とい う機能 の面で ・当該 主勘定 に加 算 して修
正 を示す場合 と減算 して修 正を示す場 合 とがあ り,前 者を付 加勘定(adjunct
ゆrabsorptiona/のもし くは積極 的評価 勘定(positivevaluationa/c)とい うの
に対 して,後 者 を相殺勘定,控 除勘定(offSeta/c)もし くは 消極的 評価勘定
(negatiVeValUatiOna/C)などと称 して二つ に大 き く分類す るのが普通で あ る。
したが って,簿 記 の技術的説 明 として,付 加勘定 は当該主勘定 と同 じ借 方側 も
し くは貸 方側 に設定 され,相 殺 勘定 は当該 主勘定 と反対 の借 方側 もし くは貸 方
側 に設定 され る評価勘定 であ る といえ よ うαそ して,そ れ らは資産,負 債,資
本(金),収 益,損 費の五要素について存在す るので あ るか ら,総 括 して示せ
・ぽ 次 の よ うにな るであ ろ う。
資産に対する付加a/c(借方a/c)
負債に対する付加a/c(貸方a/c)
資本金に対する付加a/c(貸方a/c)
評 価a/c
ー
ー
?????
?????
収益 に対す る付加a/c
損 費に対 す る付加a/c
資産 に対 す る相殺a/c
負債 に対す る相 殺a/c
資本 に対す る相 殺a/c
収益 に対す る相 殺a/c
損 費 に対す る相 殺a/c
(貸方a/c)
(借方a/c)
(貸方a/c)
(借方a/c)
(借方a/c)
(借方a/c)
(貸方a/c)
(1)この点については,特 に減価償却引当金が当該有形固定資産の評価ということよ
りも期間費用としての減価償却費計上の結果であることを考えよ。詳 しくは,山下
勝治,"会計的判断とその論理一引当金の近代的解釈のために一,"「企業会計」,19ee
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上記 の よ うな分類に よる勘定 処理方法を採用す る とすれば,A(資 産)+V
(損費)-P(負 債)+K(資 本)+G(収 益)と い う試算表 等式 は,評 価勘
定 の設定 に よって次の よ うな等式 で示 され る ことにな ろ う(小 文 字は評 価勘定
を示 し,そ れぞれ ダ ヅシユのついていない ものは付加勘定,ダ ッシユのついて
いる ものは相殺勘定 であ るとす る)。
A十V十a十v十p'十k'十g'-P十K-十G十p十k十g十aノv'も し くは
(A十a-aノ)十(V十v-v')==(P十P-P')十(K十k-kノ)十(G十9-9,)
§2付 加勘定と相殺勘定の例示
1.資 産に対す る付加勘定
e固 定 資産や商 品な どの増価 勘定(appreciationa/c)
くユラ
⇔ 未 収 利 息 勘 定(accruedinterestreceivablea/c)
く　ラ
⇔ 引取運賃勘定(freight-ina/c)
2.資 産 に 対 す る 相 殺 勘 定
O固 定 資 産 や 商 品 な ど の 低 価 引 当 金 勘 定(a皿owancefordepreciationa/c)
e減 価 償 却 引 当 金 勘 定(accumulateddepreciationa/c)
ω)
⇔ 売 掛 金 に 対 す る 相 殺 勘 定
A.貸 倒 引 当 金 勘 定(allowanceforbaddebtsa/c)
B.売 上 値 引 引 当 金 勘 定(allowanceforsalesaUowapcea/c)
C.売 上 割 引 引 当 金 勘 定(allowanceforsalesdisoounta/c)
菅59年10月,pp.2～7,および 阪 本 安 一,"会 計 上 の 引 当金 と準 備 金,"「 産 業 経理 」,
1961年9月,pp.12～17を参 照 。
(2)Sβil㎜,「AccountingConceptsofProfit」(NewYork,TheRomaldPressCompany,
1939),p.347.
(1)W.A.Paton&R.L.Dixon,「EssentialsofAccounti㎎」(NewYork,TheMacmillan
ComPanY,1958),pp.165～166を参 照 。
(2)商業 会 計 に お け る商 品 や工 業 会 計 に お け る原 材料 な どの 仕 入 に付 帯 す る引 取 運 賃
は 直 接 当該 資 産 勘 定 へ 借 記 す るの が 普 通 で あ るが 、 も し引 取 運 賃 勘 定 を独 立 させ て
お れ ば 、 期 末 に存 在 す る商 品 も し くは材 料 な どに該 当 す る分 は 当 該 資 産 勘 定 の 付 加
勘定 と考 え られ る。
《3)貸 倒 引 当金 勘定 以 外 の もの は 特 殊 な 業 種 に お い て の み用 い られ るだ け で 一 般 的 な
もの で は な い 。 詳 し くは 、岩 田 ・片 野 ・松 本 ・番 場 編,「 簿 記 会 計 ハ ン ドブ ック」
(同文 館,1952),pp.竃435～438を参 照 。
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D.
E.
F.
G.
?
?
売 上 戻 り高 引 当 金 勘 定(allowanceforsalesreturnsa/c)
くユ　
販 売 運 賃 引 当 金 勘 定(allowanceforfreight・outa/c)ピ　ク
集 金 費 引 当 金 勘 定(allowanceforcoHectk)ncosta/c)
価 格 保 証 引 当 金 勘 定(allowanceforpricedeclinesa/c)くの
容 器 引 当 金 勘 定(allowanceforcontainersconsigneda/c)くわ
割 引 手 形 勘 定(notesreceivabledBcounteda/c)
3.負 債 に 対 す る付 加 勘 定
(→ 未 払 利 息 勘 定(accruedinterestpayablea/c)
(⇒ 社 債 打 歩 勘 定(premiumonbondsa/の
4.負 債 に 対 す る相 殺 勘 定
e支 払 手 形 割 引 引 当 金 勘 定(allowancefordiscountsonnotespayablea/c>
⇔ 仕 入 値 引 引 当 金 勘 定(aUowa∬ceforpurchaseallowanoea/c)
⇔ 仕 入 割 引 引 当 金 勘 定(allowanceforpurchasediscounta/c)
(5)
四 社 債 割 引 勘 定(diSeountsonbOndSa/c)
飼 自己 社 債(treasurrybOndsa/c)
5.資 本金 に対す る付加勘定
資本勘定 の うち資本金(capitalstock)を除 くすべ ての勘定 株式発行差
金,株 式払込剰余金,固 定 資産評価差益,減 資差益,合 併差益,再 評価積立
(1)販売運賃 は売 主負担 とい う契 約で販売 した商 品 を着払 い とい う条件 に よって買 主
が 一時立替払 い をす る場 合,売 主 は買 掛代金 の支 払 いに際 して支払運 賃相 当額 だけ
少 な く送金 して くるので,そ れ を見越 して設定 され る もので あ る。
(2)「財務諸表 規 則取扱要 領 」第78によれ ば、見積 回収 費 を貸倒 引当金に含 め るこ と
が認 め られて い る。'
(3)特殊 な業種 においては・商 品 を繰返 し使 用 され る容 器 に収 めて販売 してい るが,
その容器 の コス トが商 品代 金 に含 まれて販売 され,買 主 が容器 を返送 して きた際 に
売 主が容 器相 当額 を買 主 に対す る当該売掛金 勘定 か ら減 額す る契 約が あ る場 合,そ
の分 を見越 して設定 され る もので あ る。
(4)偶発債 務 を示 す備 忘勘定 で もあ り,ま た対照 勘定で もあ る。 ただ し,割 引手形 見
返 勘定 を設 定 しない場合 は対照 勘定 で ない とい う見解 もあ る。 た とえば、戸 田義 郎
稿 「簿 記一 新会計実 務講 座第3巻 」(春 秋 社,1955),p52。しか し、その場 合で も.
受 取手形 勘定 と見合 う実質 的一部対 照勘定 と考 え るべ きで はなか ろ うか?た とえば,
神戸大学 会計学 研究室 編,「会計学辞 典」(同 文館,(1955),p・593を参照 。
(5)会計実 践で は前 払利子 と考 えて繰延 勘定 に 計上 して い るが,そ の実質 は未払 利子
を示す もので あ り,し たが って社債の実価 は社債割 引相当額 を控除 した もの と考 え
るべ きで あ ろ う。W.A.Paton&A.C.Littleton,「Anlntr(XiuctiontoCorporateAcc(}・
unt㎏Standards」(皿inois,TheAmericanAccountingAss㏄捻tion,1940),pp.38～39,.
74,中島省 吾訳,「会社会計基準序 説 」(中央経済社,1953),pp・65～66,130を参照。,
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金 な どの資本剰余金(capitalsurplUs),そして利 益準備金,任 意積立金,当
期未 処分利益剰余金な どの利益剰余金(eamedsurplus)は資本金 に対す る付
ほ ラ
加勘定 と考え られ る。 ・
も.資 本に対す る相殺勘定
e
⇔
引 出 金 勘 定(drawinga/c)
　 　 ナ
い わ ゆ る 繰 延 勘 定(deferredcharges)の一 部
ごの
自 己 株(treasurystock) くわ
未 発 行 資 本 金(unlssuedcapitalstock)
マ.収 益に対する付加勘定
販売の委託を した積送品の売上および未着品の転売について,積 送品売上
(1)積立 金 に関 して次の よ うな注 目すべ き見解 があ るが,か か る見解 を是 認す るとす
れば,積 立金 は一種の備 忘勘定 とも考 え られ るの で はなか ろ うか?"積 立金 は,配
当 目的 に充 当 し得 る留保 利益 を一時 的 に減少 した こ とを示 す一種の覚 え書 き(ame-
mo(andum)にす ぎない。 …… したが って、積 立金 は,契 約上 もし くは法律上 の理 由
に よって要求 され る場合 を除 けば,ま った く不 要 で あ る。"J.N.Myer,「Financial
StatementAnalysis」(NewYork,PrenticeHal】,Inc.,1952),P.56,西野 ・海 藤共訳,
「J.Nマイヤー財 務諸表分析 」(中 央経済 社,1957),P.63を参照。
・(2)少な くと も建設 利息 は利益 の前 払分 であ り.そ れは資本の相 殺勘定 と老 えるべ き
で あろ う。た とえば,木 村重義,"繰 延資産 の特 質,"「産業経理 」,1959年4月,p・51
お よび渡辺実,"建 設利息 の配 当に関す る諸 問題,"「会計」,1960年10月,P.510を
参照。 また.「 企業 会計原則 」で は,そ の貸 借対照表 原則一 のDに お いて,企 業の
堅実性 を害 しない限 り巨額の臨時 損失 を資 産の部 に計 上す るこ とを認 めて い るが,
かか る繰延 損失や欠 損金 な ど も資 本 に対 す る相殺勘定 であ る。 しか し,創 業 費や株
式発 行 費に関 して は,企 業実 体説 に基づ けば資産性 が認 め られ るで あ ろ う。た とえ
ば,W、A.Paton&A.C.Littleton,「AnIntrOductiontoCoΦorateAccomtingStandar-
ds」(lllinois,TheAmericanAccounti㎎Associaton,1940),P.9,中島省 吾訳,「 会社
会 計基 準序説 」(森 山書 店,1953),p.14を参照 。
・(3)株式 会社が 自己の発 行済株 式 を取得 す るこ とは一般 に商法第210条に よつて禁 じ
られ てい るが,同 条 は取得 を認 め る四つの場合 を挙 げて い る。 その場合,自 己株 を
資 本 の控 除項 目 と考 え る立場 と資産 と考 える立場 が あ る。前者 の立場 を とつて い る
もの には.た とえば,「商 法 と企業会計原 則 との調整 に関す る意 見書 」第11お よび
H.A.Fimey&H.E.Miller,「PdnciplesofA㏄ountl㎎一lntermedbte」(Englewood,
Cliffs,N.J.,PtenticeHall,Inc.,1958),P.146などが あ り,後 者 の立 場 を とる もの
には,た とえば 「財 務諸表 規則 」第12条が あ る。
・(4)定額資本金制 度の もとにお いて存在 した未払込資 本金(unpaidcapitalstock)は無
論 の こ と,授権資本制度 の もとにお いて も発行 株式 が額面株の みで あ るとす れば,未
発行 資本金 を設定 す る余 地が あ る。 その場 合,そ れは資本の払込請 求権 を示す資 産
勘定 と考 える よ りも資本勘定 の控 除項 目 とみ なすべ きで あ る。 なお,ア メ リカに お
1いて見 られ る株式 割引(discountoncapitalstock)も資 本に対 す る相 殺勘定で あ る。
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勘 定(consignmentsalesa/c)およ び 未 着 品 売 上 勘 定(salesformeごchandBe
intramsita/c)などで 処 理 す る 場 合,そ れ らは 一 般 の 売 上 勘 定 に 対 す る付 加
勘 定 と考 え られ る 。
8.収 益 に 対 す る 相 殺 勘 定
(→ 売 上 戻 り高 勘 定(salesretumsa/c)
a売 上 値 引 勘 定(salesallowancea/c)
く　　
⇔ 売 上 割 引 勘 定(salesdiScounta/c)
9.損 費に対す る付加勘定
くわ
←)引 取 運 賃 勘 定(freigt-ina/c)
10.損 費 に 対 す る 相 殺 勘 定
(一)仕 入 戻 し高 勘 定(purchasereturnsa/c)
O仕 入 値 引 勘 定(purchaseallowancea/c)くの
⇔ 仕 入 割 引 勘 定(purchasediScounta/c)
§3財 務諸表への表示方法
評価勘定は,そ れ 自体では特に意味を持たない従属勘定であ り,その当該主
勘定 と一緒に観察す る必要があることは既に説明した とお りである。 したがっ
て,そ れを財務諸表へ表示す る場合にも,当該主勘定 と併記 して示す ことが望
ましい。もっとも,先 に示 した評価勘定の中には,た とえば引取運賃勘定の如
く,一時的な評価勘定 として会計期間中だけ設定され,会 計期末に作成 され る
財務諸表では当該主勘定に吸収されてしまうものも存在す る。
評価勘定を財務諸表へ表示す る場合,付 加勘定については,そ れが主勘定 と
同じ側にあるところか ら特に問題は生 じないのであるが,相 殺勘定についてば
(1)WA.Paton&A.C.Littleton,「AnIntrOductiontoCorp()rateAccounti㎎Sねn(lardS」
(lllinoiS,TheAmericanAccountingAssociation,1940),P,29,中島 省 吾 訳,「 会 社 会
計 基 準 序 説 」(森 山 書 店,1953),pp,49～50を 参 照 。
(2)仕 入 勘 定 に 対 す る付 加 勘 定 で あ る 。 な お,資 産 に 対 す る付 加 勘 定 と し て の 引 取 運
賃 勘 定 を も参 照 。
(3)W.A.Paton&A.C.Littleton,「AnIntr(娼uctiontoCorporateAccountingStandardsl
(nMnois,TheAmerieanAccountingAssociaton,1940),PP.63～64,中島 省 吾 訳 「会 社
会 計 基 準 序 説 」(森 山 書 店,1953),pp・109～110を 参 照 。
`
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それが主勘定 と反対側 にあ る ところか ら特 に表示 方法を注意 しなければ な らな
い。 す なわ ち,損 益計算書 や 貸借対 照表 には 報告式(reportform)と勘定 式.
(accountform,Tfo㎜,skeltonform)とい う二様式があ るが,報 告式 の場 合
は もち ろんの こと勘定式 の場 合で も,相 殺勘定 に関 しては当該主勘定か ら控 除
くり
す る形式で両者を併記 して示すべ きであ り,か くす ることによって総額主義の
原則を充足させ,ひ いては 明瞭性の 原則を も充足させ ることができるのであ
る。次に,相 殺勘定の幾つかについて,そ の表示方法を示 してみよ う。
先ず,損 益計算書における商品総売上高に対す る相殺勘定 としての売上値引
お よび売上戻 り高,総 仕入高に対す る相殺勘定 としての仕入値引および仕入戻
し高の控除形式による表示方法,そ して貸借対照表における受取手形および売
掛金に対する相殺勘定 としての貸倒引当金,土 地を除 く有形固定資産に対す る
減価償却引当金の控除形式による表示方法を 「財務諸表準則」によって示せば
く　 ノ
次 の.とお りで あ る 。
会社 名 損 益 計 算 書
自 昭和 ×年 ×月 × 日 至 昭和 ×年x月 × 日
1純 売上高
1.商 品総 売上高 ×××
2.売 上値 引戻 り高 ××x× × ×
皿 売 上原価
1.期 首商品棚 卸高 ×××
2.商 品純仕入高
総仕入高
仕入値引,戻 し高
計
3.期 末商品棚卸高
売上総利益
1猛一般管理費及び販売費
?
?
× × ×
× ×X× × ×
× × ×
× ×X
A
× × ×
× × ×
(1)「財務諸表規則取扱要領」第9に よれば,か かる控除形式による表示方法を採用
する限り,それが横書 き,縦書き,左右対照式などの書式にかかわりなく,それは
説明的な様式であるとして,報告式だと称している。
(2)貸倒引当金および減価償却引当金に関しては,「財務諸表規則」第19条および第
33条で規定している如 く,当該資産勘定から個別的に控除することが困難な場合,
関連資産の合計額か ら一括控除の形式で示すこともで きる。
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会社名 貸 借 対 照 表
昭和x年 ×月×日
資 産 の 部
1流 動 資 産
1.現 金 預 金X× ×
2.受 取 手 形 ×××
貸 倒 引 当 金 ××× ×××
3.売 掛 金 ×××
貸 倒 引 当 金 ×××X× ×
4.
∬ 固 定 資 産
(1)有形固定資産
1.建 物
減価償却引当金
× × ×
× × × × ×X
2.
次 に,株 式会社 におけ る 自己株 の表 示方法については未だ定説 が見 られない
け れ ども,H.A.FinneyおよびH.E.Millerに従 っ て 一 般 に 説 明 されてい る
三 つの方法を示せば次の とお りであ る。なお,こ れ ら三つ の方法の うちア メ リ
くわ
カでは第三法が次第に多 く採用され る傾向にあるとのことである。
(第一法)括 弧 表 示 法
株 主 持 分:
普 通 株
払込剰余金
留 保 利 益(こ のうち自己株の原価
$12,000が拘束を受ける)
$100,000
15,000
25,000
合 計
差引自己株の原価
株主持分
$140,000
12,000
$128,000
く1)H,A.Fimey&H.E.MiUer,「Pdncipleso士Accounting-一一Intermediatej(Englewood
Cliffs,N.J.,Prentice-Hhll,Inc.,1958),pp.150～151.
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(第二法)留 保 利 益 二 分 法
株 主 持 分:
普 通 株
払込剰余金
留 保 利 益
拘束分一自己株原価額 $12,000
13,000
$100,000
15,000
自由分
合 計
25,000
$140,000
12,000
一25一
差引自己株の原価
株主持分
(第三法)
株 主 持 分:
普 通 株
払込剰余金
脚 注 表 示 法
$12S,OOO
留保利益(脚 注を参照)
ム 計
$100,000
15,000
25,000
口
差引自己株の原価
株主持分
$140,000
12,000
$128,000
脚注 配当金および自己株の取得は留保利益から所有自己株の原価を差
引いた額に限られる。
最後に,欠 損金の表示方法に関 しては,「 企業会計原則」の貸借対照表原則
の 四の(三)のCに よれば,利 益剰余金か ら控除す る形式で示 し,また利益剰
余金が存在 しない場合 とか欠損金を超える場合には資本の合計か ら控除す る形
式 で示す こととされている。'
§4引 当金 とい う用語 をめ ぐる問題点
評価勘定の勘定科 目を示す用語に関 して,付 加勘定の多 くは一般に相手勘定
との関係が明確なので特に誤解を生ずることはない。 しか し,相殺勘定につい
ては,社 債割引勘定,引 出金勘定,仕 入割引勘定の如 く当該勘定科 目が明確に
1内容を示 しているものも存在す るとはいえ,一 般に ××引当金と称されている
ものが多 く,その引当金 とい う用語に よって評価勘定以外の引当金 と誤解を生
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ず る場合が少な くない。
おそ らく××引当金 と称され るものについて一般的に言えることは,先 に述
べた負債に対す る相殺勘定 としての仕入割引引当金勘定の如 き例外はあるけれ
ども,貸借対照表の貸方側に表示 し得るとい うことであろ う。 したがって,×
x引当金 と称されるものは,少 な くとも従来の貸借対照表における貸方構成項
目か らすれば,資 産に対す る相殺勘定,負 債,お よび資本 とい う三つの項 目に
くわ
ついて考 え られ,基 本的 には次 の よ うに分類す る ことがで きるであ ろ う。
1.評 価性 引当金(▽aluationreserve)
2.負 債性 引当金(liabilityreseve)
3.利 益性 引当金(surplusreserve)
なお,引 当金 の分類上,将 来 の現金支 出に対す る準備 を示す ため に収益に対
応せ しめ られ る費用計 上の結果 と して設定 され る引当金を特に"営 業 費引当金
(operati㎎reserve)"と称す る場合 もあ る。 また,後 述す る修繕 引当金 の よ う
に一年 もし くは数年間 の費用 を均等化す るために予定計算 と して設定 され る引
当金 を特 に"予 算引当金(budgetaryreserve)"と称す る こと もあ り,そ れが利
益 平準化 の ため に な され るとすれば"利 益 平準化 引当金(profit-equalization
し　ラ
reserve)"と考え られるが,両 者の厳密な区別は困難iなことが少な くない。 し
か し,ここでは,いちお う前記の三分類に したがって考察を進めることにす る。
会計理論上,広 義の引当金を上記の三つに分類す ることができるとして も,
会計実践においては,会 計知識の不足なども手伝って厳密に分類 し得ない場合
が数多 く見 られ るようである。それは公認会計士による監査報告書の意見区分
(1)しか し,企 業 体 理 論 の 立 場 か ら 持 分 理 論 に従 って 利 害 者 持分 と企 業 体 持 分 と
に分 類 せ ん とす る見 解 もあ る。 た とえば,高 松 和 男,"引当 金 お よ び積 立 金 の 本 質,"
「会 計 」,1961年9月,PP.424～435を 参照 。 ま た,貸 借対 照 表 の貸 方 側 を 負 債,
引 当 金,お よび資 本 の 三 区分 に分 類 し,引 当金 の 区 分 に は,い わ ゆ る負 債 性 引 当 金
の ほか に減 価 償 却 引 当 金 を も含 めん とす る見解 もあ る。 た とえ ば,木 村 重 義,"引
当金 の 本 質 と表 示,"「 産 業 経 理 」,1960年12月,pp.21～25を参 照 。
(2)H.A.Finney&H.E.Millef,「PrinciplesofAccounting-Intermediate」(Englewood
Clifts,N.J.,Prentice-Hall,Inc.,1958),pp.442～458を参 照 。 な お,黒 沢 博 士 は,
黒 沢 ・江 村 ・長 谷 川 ・加 藤 ・奥 原 に よ る座 談 会,"引 当金 の 実 態 を さ ぐ る,"「 企 業
会 計 」,1960年6月,p..98で,利益 平 準 化 に 関 す る引 当 金 に つ い て 次 の よ うに述 べ
て お られ る。"… …,利 益 の 平 準 化 を一 般 に 認 め られ た公 正 な 方 法 で や る と い う こ
とに な れ ば,そ れ が 財 務 諸表 に デ ィス ク ローズ す る方 法 と して 最 も妥 当 な もの が 弓L
当 金 な ん で す 。"
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で 引当金 に関 して限定事項(qualification)の付せ られ る ことが少な くない とい
う事実が立証 してい る。そ して,そ の分類上 の誤謬,も し くは分類が不可能だ
とい うことは,上 記 の三 つの引当金項 目間 の区別が理論 どお りに実行 で きない
ことに起因 してい る。す なわ ち,次 の三 つの区別が不可能な場 合が存在す るも
の と考え られ る。
1.評 価性 引当金 と負債性 引当金 との区別
{
2.負 債性引当金 と利益性 引当金 との区別
3.利 益性引当金 と評価性 引当金 との区別
先ず,広 義に引当金 と称されているものの中には,納 税引当金,修繕引当金,
特別修繕 引当金,退職給与引当金な どの如 く,評価性 引当金 と同じように期間収
益に対応される期間費用の見積計上の結果 として設定される負債性引当金が存
在す る。かか る負債性引当金は,将 来における特定の支出に対す る引当額を示
す とか,金 額の未確定な将来の負債に対す る支払基準を示す項 目であ り,貸借
対照表で も負債の部に計上すべきものである。す なわち,「 企業会計原則」に
よれぽ,納 税引当金や修繕引当金は流動負債に属 し,退 職給与引当金や特別修
くユ　
繕引当金は固定負債に属す るものとしている。しか し,修 繕引当金お よび大修
繕引当金に関 しては相殺勘定 と解される場合 もある。た とえば,"それは実際に
修繕をしたのではないのであるか ら当該固定資産の価額がそれに対す る減価償
却引当金勘定が示 している金額以外になお この勘定が示 している金額だけ減少
く　ノ
してい る と解す る方が適 当であ る"と い う見解 に基づ くのであ る。
次 に,負 債性 引当金 と利 益性 引当金 との 類別が 曖昧 にな って い る ことがあ
る。それは退 職給与 引当金(reserveforredrementallowance)について見 られ
る。す なわ ち,退 職給与 引当金 を設定す る場合の原初 的な意図 と しては従業 員
が退職 した場合 に支払 うべ き退 職金に備 え るのであ るか ら,そ れが負債性 引当
金で あ ることに異論 を生 じないのであ るが,も し自己の都 合に よって退職す る
従 業員があ る とす れば,そ れ らの従業 員に対す る退職 金は最初の退職金設定の
意 図 とは違 って全額が支払わ れない場 合 もあ り,か くして退職給与 引当金 の実
(1)貸借対照表原則四のPのAの 第3項 およびBの第2項,な らびに注解17を参照。
(2)村瀬玄,"勘定一夕話,"「簿記」,1951年11月,p.77,および 「英文簿記用語解
説」(中央経済社,1958),p.86.
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質は一・部分が負債性 引当金か ら利益性引当金に変化することになる。
第三に,利 益性引当金 と評価性引当金 との区別が明確に行なわれない場合 と
して,期 間費用の見積計算の結果 として設定せ られる減価償 却 引当 金 や貸 倒
引当金 な どが あ る。すなわち,そ れ らが適正な金額以上に設定されてい る場
合,そ の超過分は,実 質上,評 価性引当金ではな くて利益性引当金 と考えられ
るか らであ る。そ して,そ の ような事実は,税 法が認めている貸倒引当金のい
わゆる累積的設定法や減価償却における特別償却制度を採用す る限 り,存在 し
ている。さらに,税 法に関連 して言 うな らば,税 法が減価償却準備金 とか貸倒
準備金 とい うように準備金 とい う用語を使用しているところに誤解を生ずる余
(1)
地があるのであ る。
以上,広 義の引当金の中に含 まれ る評価性引当金,負 債性 引当金,そ して利
益性引当金の三つについて,そ れ らが会計実践において厳密に分離 し得ない事
(2)
実 を説 明 したが,そ れ らが混 同 されやす い原 因には二 つの事柄 が考 え られ る。
第 一に,事 業 で用い られてい る用語 の沿革 に由来す るものであ り,第二 に,三つ
の項 目がいずれ も決算時 点に おいて 前後 して 設定 され る こ とが多い ためで あ
るo
わが 国で は,引 当金 とい う用語 と交替 的に使 用され てい るものに準備金お よ
び積立金 とい う用語があ るこ とは周知 の とお りであ るが,英 米において も,
allowance,reserve,およびprovisionとい う用語が交替的 に用 い られてお り,そ
れ ら英米の会計用語がわが国に も混乱 して導入 されてい る もの と思われ る。参
考 まで に,貸 倒 引当金 と減価償却 引当金に相当す る用語に関 して,最 近 アメ リ
ぐ　　
カにおいて使 用 されてい る術語 の趨勢を示せぽ 次の とお りで あ るが,特 に減価
償却 引当金 とい う用語 に代えて減価償 却費累計額(accumUlateddeprecihtion)と
ω 税 法 上 の 貸 倒 準 備 金 は,長 期 債 権 に 対 して も適 用 され るな ど,こ こ に い う貸 倒 引
当 金 とは 必 ず し も同 じで な い 。 た とえ ば,「 税 法 と企 業 会 計 原 則 との 調 整 に関 す る
意 見 書 」の 各 論 に お け る第 一 損 益 の 期 間 的割 当 の 問 題 の 六 を参 照 。 ま た,そ の 詳 細
な 処 理 手 続 に つ い て は,武 田 昌輔"準 備 金 及 び 引 当 金 一 貸 倒 準備 金,"「産 業 経理 」
1960年1月,pp.146～141を参 照 。
(2)片 野 一 郎,「 新 版 簿 記精 説 」(同 文館,1956),p.85を参 照 。
(3)Amedcan正nsdtuteofCertifiedPublicAccomtants,「AccountingTrendsandTechni-
quesinPtibliShedCorporateAnnualRep()ms」(N.Y.,N.Y.,TheInstitute,13thed.,
1959)pp.46,69.
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い う術語を使 用す る傾向が高 まってい ることに留意す べ きであ ろ う。
1::膿劉
1踊i㎝げ
(貸倒引当金に相当す る用語)
その他(明 示しないものを含む)
1"Accu阻ulat()cl"
1嘲 ・w・ncef・ビ・
1958
283
160
36
121
600
195719551950
273248169
164181248
353137
128140146
600600600
セ
``Reservefor
,,
そ の 他
(減価償却引当金に相当する用語)
1958
249
118
134
99
600
1957
230
120
147
103
600
1955
190
127
166
117
600
1950
98
108
275
119
600
次に広義の引当金がいずれ も決算時点に前後 して設定されるとい うことにつ
いてであ るが,少 な くとも評価性引当金および負債性引当金は原則 として収益
に対応せ しめ られる見積費用計上の結果 として決算時に設定せ られ るのに対 し
て,積 立金 としての利益性引当金は原則 として決算後における利益処分の結果
として設定せ られ るとい う点で両者を用語の上で も明確に区別す ることが必要
であ る。たとえば,退 職給与引当金が負債性引当金 とみなされ るのは,労 働協
約 もしくは労働基準法第89条の規定に基づいて作成 した就業規則で定めた範囲
に限 るべきであ り,それを超えて設定され る場合とか利益処分によって設定さ
れ る場合には利益性引当金 としての退職給与積立金 として示すべきである。
最後に,上 述 した とお り,評価性引当金お よび負債性引当金 と利益性引当金
との区別は重要であ り,かつそれが実行可能だとしても,評価性引当金 と負債
性引当金 との区別はそれほど重要でな く,また実行 も容易でない と言え るので
はなかろ うか?両 者は動態論に基づ く正確な期間損益計算の要請によって設
定され,そ れ らが企業財政に及ぼす効果は まつた く同 じであ るとい う事実が存
在するか らであ る。
